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【各年度における教育・保育の量の見込み並びに提供体制の確保の内容】 

 

 

 

 

＜第１期における状況＞ （各年度３月３１日現在、実人数） 

 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

１号認定（３歳以上） 35 40 5 8 

２号認定（３歳以上） 101 89 112 97 

３号認定（１・２歳） 31 31 36 38 

３号認定（０歳） 4 6 3 10 

 

＜実績値＞ （各年度３月３１日現在、実人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

１号認定（３歳以上） 6 7 6 9 7 

２号認定（３歳以上） 90 83 80 64 62 

３号認定（１・２歳） 36 35 18 15 18 

３号認定（０歳） 1 1 0 3 1 
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令和 2年度 

＜計画値＞ （実人数） 

 １号認定 ２号認定 
３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数（推計） 100 72 29 

量の見込み（A） 16 84 40 15 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 1 8 8 0 

＜実績値＞ （実人数） 

 １号認定 ２号認定 
３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数 103 67 23 

利用量（A） 6 90 36 1 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 11 2 12 14 

※ ＜計画値＞における児童数は、コーホート変化率法：同年または同期間の過去における実績人口の動態

から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計したもの 

※ ＜実績値＞における児童数は、各年度４月１日現在の住民基本台帳による年齢別人口 
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令和 3年度 

＜計画値＞ （実人数） 

 １号認定 ２号認定 
３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数（推計） 98 73 28 

量の見込み（A） 16 82 41 14 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 1 10 7 1 

＜実績値＞ （実人数） 

 １号認定 ２号認定 
３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数 98 58 16 

利用量（A） 7 83 35 1 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 10 9 13 14 
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令和 4年度 

＜計画値＞ （実人数） 

 １号認定 ２号認定 
３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数（推計） 105 61 27 

量の見込み（A） 17 88 41 14 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 0 4 7 1 

＜実績値＞ （実人数） 

 １号認定 ２号認定 
３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数 93 39 14 

利用量（A） 6 80 18 0 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 11 12 30 15 
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令和 5年度 

＜計画値＞ （実人数） 

 

 
１号認定 ２号認定 

３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数（推計） 108 59 26 

量の見込み（A） 17 91 33 13 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 0 1 15 2 

＜実績値＞ （実人数） 

 １号認定 ２号認定 
３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数 80 30 20 

利用量（A） 9 64 15 3 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 8 28 33 12 
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令和 6年度 

＜計画値＞ （実人数） 

 １号認定 ２号認定 
３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数（推計） 108 57 25 

量の見込み（A） 17 91 32 13 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 0 1 16 2 

＜実績値＞ （実人数） 

 １号認定 ２号認定 
３号認定 

１・２歳 ０歳 

児童数 71 37 13 

利用量（A） 7 62 18 1 

確保量 

特定教育・

保育施設 
幼稚園、保育所、認定こども園 17 92 48 15 

確認を受け

ない幼稚園 
上記以外の幼稚園 － － － － 

特定地域型

保育事業 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪

問型保育、事業所内保育等 
－ － － － 

企業主導型保育事業 － － － － 

認可外保育

施設 
認証保育所など上記以外の施設 － － － － 

確保量合計（B） 17 92 48 15 

過不足（C）＝（B）―（A） 10 30 30 14 
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【各年度における地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに提供体制の

確保の内容、進捗状況】 

 

（１）利用者支援事業 

 

【概要】 

 子どもやその保護者の身近な場所で、地域の子ども・子育て支援について、子どもやその保護者からの相

談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関との連絡調整等を総合的に行う事業です。 

 

【取組状況】 

 令和２年度から関ケ原町子育て世代包括支援センター（利用者支援事業母子保健型）を開設し、妊娠期から

子育て期の切れ目ない支援を行い、タイムリーに福祉サービスや専門相談機関につなげ、親の育児不安・負

担の軽減を図り、安心して産み育てることができる取り組みを行っています。 

 

＜計画値＞ （箇所数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（A） １ １ １ １ １ 

 基本型・特定型 － － － － － 

母子保健型 １ １ １ １ １ 

確保策（B） １ １ １ １ １ 

 基本型・特定型 － － － － － 

母子保健型 １ １ １ １ １ 

差引（B）－（A） 0 0 0 0 0 

 

＜実績値＞ （箇所数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 １ １ １ １ １ 

 基本型・特定型 － － － － － 

母子保健型 １ １ １ １ １ 
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（２）時間外保育事業 

 

【概要】 

保育認定を受けた子どもについて、認可保育所や認定こども園等で、通常の保育時間を超えて延長して

保育を実施する事業です。 

 

【取組状況】 

本町では、１か所の保育園で時間外保育事業を実施しています。現状は 18 時から 19 時までの利用が可

能となっています。 

 

 

＜計画値＞ （実人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（A） 15 15 15 15 14 

確保策（B） 18 18 18 18 18 

差引（B）－（A） 3 3 3 3 4 

 

 

＜実績値＞ （実人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用量 10 16 9 3 3 
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（３） 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 

【概要】 

 保護者が就業等により昼間家庭にいない児童を対象に、授業が終わった後の遊びや生活の場を提供し、指

導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。 

 

＜計画値＞ （実人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（A） 34 30 31 27 27 

 

１年生 11 10 11 8 10 

２年生 11 10 10 11 8 

３年生 7 6 6 5 6 

４年生 4 3 3 2 2 

５年生 1 1 1 1 1 

６年生 0 0 0 0 0 

確保策（B） 50 50 50 50 50 

差引（B）－（A） 16 20 19 23 23 

 

 

＜実績値＞ （実人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用量 29 24 34 31 37 

 

１年生 10 10 18 8 9 

２年生 6 5 8 13 8 

３年生 10 3 2 6 13 

４年生 3 6 1 1 6 

５年生 0 0 5 0 1 

６年生 0 0 0 3 0 
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（４） 子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

 

【概要】 

保護者の疾病や仕事等により、家庭において養育を受けることが一時的に困難になった児童について、必

要な保護を行う事業で、短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）と夜間養護等事業（トワイライトステイ

事業）があります。 

 

＜計画値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（A） 0 0 0 0 0 

確保策（B） － － － － － 

差引（B）－（A） － － － － － 

 

＜実績値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用量 － － － 0 0 

 

 

（５）乳児家庭全戸訪問事業 

 

【 概要 】 

生後２か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、乳児及びその保護者の心身の状況ならびに養育環

境の把握を行い、子育てに関する情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対して適切なサービスの提

供に結びつける事業です。 

 

＜計画値＞ （年間延べ訪問件数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 29 28 27 26 25 

確保策（実施体制） 

＜実施体制＞ 

  保健師が生後２か月までの乳児に対して全戸訪問を実施している。里帰り先の

自治体や、医療機関などと連携をとり、全家庭の状況の把握に努める。 

 

＜実績値＞ （年間延べ訪問件数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用量 19 8 19 13 7 
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（６）養育支援訪問事業 

 

【 概要 】 

養育支援訪問事業は、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）の実施結果や母子保健事業、妊

娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る保健医療の連携体制に基づく情報提供及び関係

機関からの連絡・通告等によって、養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師等がその家庭

を訪問し、養育に関する指導、助言等を行う事業です。 

 

＜計画値＞ （年間延べ件数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 1 1 1 1 1 

確保策（実施体制） 
＜実施体制＞ 

  養育上、必要な対象者には保健師による継続的な訪問を実施している。 

 

＜実績値＞ （年間延べ件数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用量 1 3 3 1 2 

 

 

（７）地域子育て支援拠点事業 

 

【概要】 

乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他

の援助を行う事業です。本町では、１箇所の子育てコミュニティーで実施しています。 

 

＜計画値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 564 564 491 474 458 

確保策（実施箇所数） 1 1 1 1 1 

 

＜実績値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用量 442 270 497 420 304 
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（８）一時預かり事業 

 

【概要】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間に、認定こども園、

幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

 

【取組状況】 

本町では、平成 28 年度までは留守家庭児童教室の中で幼稚園の預かり保育について対応していたもの

の、平成 29年度から認定こども園化以降は、各保育園において幼稚園型の一時預かり事業を実施していま

す。また、未就園児を対象とした一般の一時預かりは、西保育園でのみ限定的に実施しています。 

 

＜計画値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（A） 26 26 25 25 25 

 在園児型の一時預かり（１号認定） － － － － － 

在園児型の一時預かり（２号認定） － － － － － 

その他 26 26 25 25 25 

確保策（B） 30 30 30 30 30 

 在園児型の一時預かり － － － － － 

その他 30 30 30 30 30 

差引（B）－（A） 4 4 5 ５ 5 

 

＜実績値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

実績 0 0 2 0 0 

 在園児型の一時預かり（１号認定） 0 0 1 0 0 

在園児型の一時預かり（２号認定） 0 0 0 0 0 

その他 0 0 1 0 0 
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（９）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

 

【 概要 】 

病気や病気回復期の児童で、保護者の就労等の理由で、保護者が保育できない際に、病児保育施設又は

病児保育に対応した保育施設で児童を預かる事業です。 

【取組状況】 

 令和５年度より神戸町と、令和６年度より垂井町と広域利用の協定を締結し、事業を実施しています。 

 

＜計画値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（A） 6 6 5 6 5 

確保策（B） 6 6 6 6 6 

差引（B）－（A） 0 0 1 0 1 

 

＜実績値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用量 － － － 0 0 

 

（１０）ファミリー・サポート・センター事業 

 

【 概要 】 

育児の援助を依頼したい人と協力したい人が会員となって、一時的、臨時的に有償で子どもを自宅で預か

る相互援助活動組織で、依頼会員はおおむね小学校６年生までの子どもを持つ保護者とした事業です。 

 

＜計画値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み（A） 0 ０ ０ 0 0 

 
低学年 0 0 0 0 0 

高学年 0 0 0 0 0 

確保策（B） － － － － － 

 
低学年 － － － － － 

高学年 － － － － － 

差引（B）－（A） － － － － － 

 

＜実績値＞ （年間延べ人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用量 － － － － － 

 
低学年 － － － － － 

高学年 － － － － － 
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（１１）妊婦健康診査事業 

 

【概要】 

母子保健法第 13 条に基づき、妊婦及び胎児の健康増進、妊婦の生活習慣改善を目的として健康診査を

行う事業。 

 

＜計画値＞ （実人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み 29 28 27 26 25 

確保策（実施体制） 

・実施場所 県内及び県外医療機関 

・実施体制 妊婦健診受診票を母子健康手帳交付時に発行。県外医療機関受診者

には助成金を交付 

・検査項目 一般妊婦健診・子宮がん検診・B型肝炎抗原検査・梅毒検査等 

・実施時期 妊娠期 

 

＜実績値＞ （実人数） 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用量 14 21 16 15 7 

 

 


